










Consideration of the gap separating consciousness and behavior
of consumers toward diffusion of solar power generation
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Since the Fukushima nuclear power plant accident caused by the Great East Japan Earthquake, renewable
energy resources such as solar and wind power have increasingly attracted attention. Nevertheless, the diffusion
of renewable energy has remained severely limited. This report describes issues related to the diffusion of solar
power generation: (1) the influence of the gap separating the consciousness for saving electricity and
corresponding behavior related to its diffusion, (2) the relation between consumers’ future use of solar power and
possible collection of the investment cost at the time of facilities purchase by a subsidy and/or feed-in tariff, and
(3) necessary elements for the diffusion of solar power generation.
Results can be summarized as follows. (1) Although consumers are strongly conscious of saving electricity,
that consciousness did not result in affirmative behavior. (2) Although most potential users of solar power
generation expected subsidies covering 50% of the facility cost, people not willing to adopt solar power
generation might not install the facilities even if they were to receive a subsidy covering 50% of cost. (3)
Furthermore, Semantic Differential Method and factor analysis revealed important factors of “strong
environmental awareness”, “reduced facility cost”, and “subsidies provided by central and local governments”
for diffusion of solar power generation. Positive consumers would like to enhance their environmental awareness

























































































































女性 60％ 公 務 員 ２％ 200～400万円 26％
年
齢
10代 16％ 自 営 業 ４％ 401～600万円 12％
20代 38％ 主 婦 12％ 601～800万円 ８％
30代 11％ 学 生 39％ 801～1000万円 ４％
40代 12％ 無 職 ７％ 1001万円以上 ３％
50代 ８％ パート・アルバイト ８％
60代 11％ 派 遣 ０％




























































か。その必要な要素についてどのようにするのがよいのかを SD 法（Semantic Differential
Method）（日本建築学会，2000）と因子分析により検討を行った。
４．１ 節電に対する意識と行動の関係
太陽光発電システムを普及させるための必要な要素を、ある対象に対して、人間が受ける印
象やイメージの要素を抽出する手法である心理学的測定法の一つである SD法を用いて調査し
た。節電に対する意識と行動の関係を比較するために、調査結果をもとに、節電対策の重要要
素に対する意識と節電対策の重要要素の実施状況について図－４により考察する。
節電対策の重要要素に対する意識については、総合的評価項目における評価尺度は、重要で
ある（レベル５）から重要でない（レベル１）の５段階として評価した。「不要な電気を消す」
が最も重要で、次いで「冷房や暖房の温度設定に注意する」「シャワーを出しっぱなしにしない」
が続いている。これらはいずれもムダな電気の節約であり、省エネは必要なことであると認識
していることがわかる。
節電対策の重要要素の実施状況については、総合的評価項目における評価尺度は、大変よく
している（レベル５）から全くしていない（レベル１）の５段階として評価した。節電対策の
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図－３ 将来の利用の有無と設置費用の立替施策への参加の有無
重要要素に対する意識と同様に
「不要な電気を消す」が最も実施
され、次いで「冷房や暖房の温度
設定に注意する」「シャワーを出
しっぱなしにしない」が続いてい
る。実際の行動においても意識し
ていることの重要度の高いものか
ら実行に移っていることがわか
る。
次に、節電に対する意識と行動
の関係について考察する。すべて
の要素において、意識が行動より
評価レベルが高いことがわかる。
「交換時は省エネ型の照明器具に
する」においては意識と行動の評
価レベルに最も差異がみられる。
これは照明器具を購入する手間と
費用がかかるため、意識と行動に最も乖離がみられると示唆される。他の要素についても節電
に対する意識は高いが、実際の行動となると意識しているほどはできていないことがわかる。
これらの意識と行動の乖離が太陽光発電システムの普及にも少なからず影響していると示唆さ
れる。
なお、家庭用太陽光発電システムの設置後に節電や省エネに関する意識が高まったり、行動
が生じたりする可能性は指摘されている（住環境計画研究所，2001）（西日本リサイクル運動市
民の会，2002）（本藤ら，2004）（佐々ら，2005）（宮田ら，2009）。そのため、今後、意識と行動
の乖離をなくすように意識付けを行い、太陽光発電システムを設置してもらうことが重要であ
ると考えられる。
４．２ 太陽光発電システムを普及させるために必要な要素
太陽光発電システムの普及に必要な要素について複数回答可で回答を得た結果、「設置費用
が安くなる」が63％、「国や自治体が設置費用を補助する」が19％と設置費用に関するものが高
い傾向にある。「環境に対する関心を持つ」が10％、「太陽光発電の PR」が４％、「余剰売電価格
を引き上げる」が１％と続いている。実際の出費が少ないことをより重要視しており、さらに、
環境に関心を持つことや太陽光発電システムを PRすることが必要と思っていることが示唆さ
れた。
次に、太陽光発電システムの普及に必要な要素について SD法により考察を行った結果を図
－５に示す。総合的評価項目における評価尺度は、重要である（レベル５）から重要でない（レ
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図－４ 節電に対する意識と行動の関係
ベル１）の５段階として評価した。「設
置費用が安くなる」が最も必要で、「国や
自治体が設置費用を補助する」と続いて
おり設置費用に関するものを必要と考え
ていることがわかる。これは、天野ら
（2003）が指摘している経済的施策を伴
う情報提供により住民のコスト面におけ
る導入障壁意識を取り除くことが太陽光
発電システムの普及促進には効果的であ
るという内容と同様の結果が得られた。
次いで、「環境に対する関心を持つ」「太
陽光発電の PR」と続いていることから
環境意識を持つこと、太陽光発電をもっ
と PRすることが必要と考えていること
が示唆された。
４．３ 因子分析による太陽光発電システムの普及に必要な要素の検討
２．１で実施したアンケート調査結果を
もとに太陽光発電システムの普及に必要な
要素について因子分析を行い、重要因子の
抽出を行った。因子分析は、主因子法によ
る反復推定を行い、初期因子負荷行列を求
め、さらに直交バリマックス回転を行った。
因子数は、１因子が抽出された。因子分析
の結果を表－２に示す。「環境に対する関
心を持つ」（環境意識）、「設置費用が安くな
る」、「国や自治体が設置費用を補助する」
（費用）を表す「環境意識・費用」が挙げら
れる。太陽光発電を普及させる上での環境
意識および費用面が最も重要であることが
わかる。
太陽光発電システムの普及に必要な要素をアンケート調査結果に基づき、SD法および因子
分析で分析した結果、図－５と表－２から「環境に対する関心を持つ」「設置費用が安くなる」
「国や自治体が設置費用を補助する」といった要素が重要であるということがわかる。以上の
ことから、外島ら（2003）が指摘しているように環境意識を高めることと、補助金等を活用して
設置費用が安くなることを望んでいると考えられる。
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表－２ 太陽光発電システムの普及に必要な要素に関
する因子分析結果
第１因子
環境意識・費用
環境に対する関心を持つ 0.929
設置費用が安くなる 0.891
国や自治体が設置費用を補助する 0.801
余剰売電価格を引き上げる 0.774
太陽光発電の PR 0.758
固有値 3.470
寄与率（％） 69.395
累積寄与率（％） 69.395
図－５ 太陽光発電システムの普及に必要な要素
５．結論
本論文では、太陽光発電の普及に向けて、節電に対する意識と行動についての乖離が普及に
どのような影響をおよぼすのか、将来の利用の有無と設備購入時の補助金等の投資費用の回収
見込み等の関係、太陽光発電システムの普及に必要な要素という点を太陽光発電に関する意識
調査から要因分析を行った。得られた成果を以下に示す。
１）将来の利用の有無と設置費用の限度額の関係をみると、利用を考えている人は「50万円ま
で」が半数を占めており、できるだけ費用を安くしたいと考えていることがわかった。利
用を考えていない人は設置費用が安くなっても設置しようとは思わないことがわかった。
将来の利用の有無と設置費用の補助割合の関係をみると、利用を考えている人は設置費用
の５割補助までが大部分を占めており、補助金を活用して設置費用が安くなることを望ん
でいると考えられる。
２）節電に対する意識と行動の関係についてはすべての要素において、意識が行動より評価レ
ベルが高いことがわかった。このことから節電に対する意識は高いが、実際の行動となる
と意識しているほどはできていないことがわかった。
３）太陽光発電システムの普及に必要な要素について SD法および因子分析で分析した結果、
「環境に対する関心を持つ」「設置費用が安くなる」「国や自治体が設置費用を補助する」と
いった要素が重要であるということがわかった。環境意識を高めることと補助金等を活用
して設置費用が安くなることを望んでいると考えられる。
以上のことから、太陽光発電の普及のためには、消費者の環境意識を高め、補助金等を活用
して設置費用を安くすることによって実際に行動に移してもらうことが重要であると考えられ
る。
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